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証券コード 3822
平成30年６月４日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿二丁目４番１号
株式会社Minoriソリューションズ
代表取締役社長 森 下 祐 治

　
第38回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第38回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、次頁に記載のいずれかの方法によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平成30年６月21日
（木曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
　

敬 具
記

１．日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目２番１号
京王プラザホテル 43階 スターライトの間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第38期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、計算

書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　
　
　 本年より、株主総会にご出席の株主様へお配りしておりましたお土産は
　取りやめとさせていただきます。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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　〔郵送による議決権行使の場合〕
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、前記の行使期限までに到着する
ようご返送ください。
　〔インターネットによる議決権行使の場合〕
　42頁から43頁に記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認のうえ、当社
の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画面の
案内に従って、前記の行使期限までに賛否をご入力ください。

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。
　代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株
主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご
了承ください。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（アドレス https://www.minori-sol.jp）に掲載させていただきま
す。

以 上
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株主総会参考書類
　
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（９名）は本総会終結の時をもって任期満了
となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名の選任をお願いす
るものであります。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

滝
たき
　 澤

ざわ
　 正

まさ
　 盛

もり

(昭和26年８月25日生)

昭和45年４月 日本電気エンジニアリング株式会社（現
ＮＥＣフィールディング株式会社）入社

昭和48年３月 株式会社松本計算センター（現ＴＩＳ株
式会社）入社

昭和61年６月 同社取締役
昭和63年８月 株式会社フライト（現当社）設立

同社代表取締役社長
平成18年４月 株式会社名鉄システム開発（現当社）代

表取締役社長
平成18年９月 トータルシステムソリューション株式会

社（現当社）取締役
平成19年４月 株式会社イービックス（現当社）

代表取締役会長
平成21年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）

代表取締役社長執行役員
平成22年４月 当社代表取締役社長執行役員
平成24年６月 当社代表取締役会長執行役員
平成29年６月 当社取締役相談役（現任）

679,900株

（取締役候補者とした理由）
滝澤正盛氏は当社代表取締役社長及び代表取締役会長を歴任し、極めて豊富な経営経験と実績を有し
ております。その経験と見識が今後も当社経営に必要であることから、引き続き取締役候補者といた
しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

２

北
きた
　 村

むら
　 正

ただ
　 人

ひと

(昭和28年12月２日生)

昭和53年４月 ダイヤモンドコンピューターサービス株
式会社（現三菱総研ＤＣＳ株式会社）入
社

平成10年６月 同社人事部担当部長
平成14年６月 同社取締役企画部長
平成18年１月 同社執行役員ソリューション統括部長
平成18年６月 同社常勤監査役
平成21年12月 同社執行役員
平成21年12月 株式会社ディー・シー・オペレーション

ズ（現株式会社ＭＤビジネスパートナ
ー）代表取締役副社長

平成24年６月 当社常務取締役執行役員管理本部長
平成26年４月 当社代表取締役社長執行役員
平成29年６月 当社代表取締役会長執行役員（現任）

4,100株

（取締役候補者とした理由）
北村正人氏は、当社常務取締役を経て代表取締役社長及び代表取締役会長を歴任し、前職を含め豊富
な経営経験と実績を有しております。この経験と見識は今後も当社経営に必要であることから、引き
続き取締役候補者といたしました。

宝印刷株式会社 2018年05月18日 13時58分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

― 5 ―

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

３

森
もり
　 下

した
　 祐

ゆう
　 治

じ

(昭和38年９月５日生)

昭和59年３月 株式会社松本計算センター（現ＴＩＳ株
式会社）入社

平成３年９月 株式会社フライト（現当社）入社
平成19年４月 同社執行役員
平成22年４月 当社執行役員産業本部副本部長兼第一部

長
平成25年５月 当社執行役員ＩＴソリューション本部長
平成26年６月 当社取締役執行役員ＩＴソリューション

本部長
平成28年４月 当社取締役執行役員ソリューション第一

本部長
平成28年６月 当社取締役常務執行役員ソリューション

第一本部長
平成29年６月 当社代表取締役社長執行役員（現任）

54,000株

（取締役候補者とした理由）
森下祐治氏は、当社システム開発部門の本部責任者としての実績を元に、業務執行取締役として第一
線を率いてきた経験を有しており、前期から代表取締役社長として経営全般を統括する役割を担って
いることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

４

大
おお
　 吉

よし
　 哲

てつ
　 夫

お

(昭和32年４月19日生)

昭和55年４月 住商コンピューターサービス株式会社
（現ＳＣＳＫ株式会社）入社

平成17年４月 同社執行役員エス・シー・ソリューショ
ン事業部副事業部長

平成17年８月 同社執行役員エス・シー・ソリューショ
ン事業部長

平成17年10月 同社執行役員金融システム事業部副事業
部長

平成20年４月 同社執行役員ＥＲＰソリューション事業
部副事業部長

平成21年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）専務執
行役員東日本第一統括

平成22年４月 当社専務執行役員事業統括本部長
平成22年６月 当社専務取締役執行役員事業統括本部長
平成22年10月 当社専務取締役執行役員事業統括本部長

兼産業第一本部長
平成23年４月 当社専務取締役執行役員事業統括本部長
平成24年７月 当社取締役副社長執行役員
平成29年４月 当社取締役副社長執行役員ビジネスイノ

ベーション推進室長
平成29年６月 当社取締役 フェロー ビジネスイノベー

ション推進室長（現任）

20,000株

（取締役候補者とした理由）
大吉哲夫氏は、前職及び当社の事業部門等において多様で豊富な経験を有しており、当社取締役とし
ての役割を適切に果たしていることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

５

清
し
　 水

みず
　 陽

よう
　 子

こ

(昭和35年１月19日生)

昭和55年４月 長谷川工務店株式会社（現株式会社長谷
工コーポレーション）入社

昭和58年10月 株式会社松本計算センター（現ＴＩＳ株
式会社）入社

昭和63年３月 日新建工株式会社入社
平成４年９月 株式会社フライト（現当社）入社
平成14年６月 同社取締役
平成21年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）取締役

執行役員
平成22年４月 当社取締役執行役員管理統括本部長兼経

営企画室長
平成22年６月 当社取締役執行役員管理統括本部長兼経

営企画室長兼経理部長
平成24年４月 当社取締役執行役員管理本部長兼管理部

長
平成24年６月 当社取締役執行役員管理本部副本部長兼

管理部長
平成24年７月 当社取締役執行役員管理本部副本部長兼

総務部長
平成25年１月 当社取締役執行役員管理本部副本部長兼

総務部長兼人事部長
平成26年４月 当社常務取締役執行役員管理本部長兼経

理部長
平成28年６月 当社取締役専務執行役員管理本部長兼経

理部長
平成29年４月 当社取締役専務執行役員業務本部長兼経

理部長
平成29年６月 当社取締役副社長執行役員業務本部長兼

経理部長（現任）

49,900株

（取締役候補者とした理由）
清水陽子氏は、当社の管理部門及び経営企画部門等における業務経験と実績を有しており、引き続き
取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

６

和
わ
　 氣

き
　 茂

しげる

(昭和39年10月25日生)

昭和63年７月 日本システムクリエート株式会社
（現当社）入社

平成13年４月 当社マネージャー
平成19年７月 当社執行役員東京第一事業本部副本部長

兼第一部長
平成22年４月 当社執行役員金融本部副本部長兼第一部

長
平成23年６月 当社取締役執行役員金融本部副本部長兼

第一部長
平成24年４月 当社取締役執行役員金融本部長
平成28年４月 当社取締役執行役員ソリューション第二

本部長
平成28年６月 当社取締役常務執行役員ソリューション

第二本部長
平成29年６月 当社取締役副社長執行役員ソリューショ

ン第二本部長
平成29年11月 当社取締役副社長執行役員（現任）

3,600株

（取締役候補者とした理由）
和氣 茂氏は、当社事業部門での豊富な経験と実績を有しており、取締役として当社の事業運営に必
要な人材であることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

７

新
にっ
　 田

た
　 聡

さとし

(昭和36年３月29日生)

昭和56年４月 日本タイムシェア株式会社（現ＴＩＳ株
式会社）入社

平成４年９月 新弘株式会社入社
平成14年１月 株式会社イーウェーヴ（現当社）入社
平成22年４月 当社執行役員関西本部副本部長兼第六部

長兼営業部長
平成27年４月 当社執行役員関西本部長
平成28年４月 当社執行役員ソリューション第三本部長
平成28年６月 当社取締役執行役員ソリューション第三

本部長
平成29年６月 当社取締役常務執行役員ソリューション

第三本部長
平成30年４月 当社取締役常務執行役員西日本事業部長

兼ソリューション第三本部長（現任）

200株

（取締役候補者とした理由）
新田 聡氏は、当社事業部門での豊富な経験と実績を有しており、取締役として当社の事業運営に必
要な人材であることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

８

佐
さ
　 藤

とう
　 育

やす
　 子

こ

(昭和43年５月３日生)

平成３年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人
トーマツ）入所

平成７年３月 公認会計士登録
平成12年３月 佐藤公認会計士事務所入所
平成20年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）入社
平成21年４月 当社執行役員
平成22年４月 当社執行役員経理部長
平成24年４月 当社執行役員管理本部副本部長兼経理部

長
平成26年４月 当社執行役員管理本部副本部長
平成28年４月 当社執行役員管理本部副本部長兼業務管

理部長
平成29年１月 当社執行役員管理本部副本部長兼リスク

管理室長兼業務管理部長
平成29年４月 当社執行役員業務本部副本部長兼リスク

管理室長兼業務管理部長
平成29年６月 当社取締役執行役員業務本部副本部長兼

リスク管理室長兼業務管理部長
平成30年４月 当社取締役執行役員業務本部副本部長兼

監査室長
平成30年６月 当社取締役執行役員監査室長（現任）

60,000株

（取締役候補者とした理由）
佐藤育子氏は、公認会計士としてまた当社管理部門において豊富な経験を有しており、取締役として
当社の管理運営に必要な人材であることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

９

小
こ
　 山

やま
　 眞

しん
　 一

いち

(昭和22年11月15日生)

昭和45年４月 富士ゼロックス株式会社入社
平成８年１月 同社取締役
平成11年３月 同社常務執行役員
平成15年７月 同社専務執行役員
平成18年７月 同社取締役専務執行役員
平成21年６月 同社取締役専務執行役員 退任
平成21年６月 富士ゼロックスシステムサービス株式会

社代表取締役会長
平成22年６月 同社代表取締役会長兼社長
平成26年６月 同社代表取締役会長兼社長 退任
平成27年６月 当社社外取締役（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由）
小山眞一氏は、前職の経験から企業経営に関する豊富な経験と見識を有しており、広い識見による助
言や監視を期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．小山眞一氏は、社外取締役候補者であります。当社は小山眞一氏を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として届け出ております。

３．小山眞一氏の当社での社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって３年となります。
４．当社は、小山眞一氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、2,000千円ま
たは法令が定める額のいずれか高い額としており、本定時株主総会において小山眞一氏が再任された
場合には、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役全員（４名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま
しては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

松
まつ
　 本

もと
　 亨

とおる

(昭和31年９月13日生)

昭和52年４月 大阪日産ディーゼル株式会社入社
昭和61年２月 日産ディーゼル販売株式会社出向
平成元年５月 株式会社ティアイエスソフトウェアエン

ジニアリング（現当社）入社
平成17年４月 同社執行役員
平成18年６月 同社取締役
平成20年４月 同社常務取締役
平成21年４月 株式会社イーウェーヴ（現当社）常務取

締役常務執行役員
平成22年４月 当社常務取締役執行役員関西本部長
平成24年６月 当社専務取締役執行役員関西本部長
平成24年７月 当社専務取締役執行役員関西支社／関西

本部長
平成27年４月 当社専務取締役執行役員
平成28年６月 当社取締役監査等委員（現任）

11,500株

（取締役候補者とした理由）
松本 亨氏は、当業界での豊富な経験及び他の監査等委員への当業界に関する知識共有にも必要な人
材であることから、引き続き監査等委員である取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

２

酒
さか
　 井

い
　 宏

ひろ
　 暢

のぶ

(昭和34年９月27日生)

昭和57年10月 新光監査法人入所
昭和62年３月 公認会計士登録
平成４年８月 東陽監査法人入所
平成９年１月 公認会計士・税理士酒井宏暢事務所開設
平成15年２月 東陽監査法人代表社員（現任）
平成22年１月 税理士法人サクセスサポート設立

同法人代表社員（現任）
平成26年６月 当社社外取締役
平成28年６月 当社社外取締役(監査等委員)（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由）
酒井宏暢氏は、公認会計士・税理士としての幅広い経験と見識を有しており、当社社外取締役として
また取締役監査等委員として、その職務を遂行されました。上記の理由から今後も当社の経営及び監
査等への貢献を期待し、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

３

菱
ひし
　 川

かわ
　 浩 一 郎

こう いち ろう

(昭和49年９月14日生)

平成13年10月 弁護士登録
牛島法律事務所（現牛島総合法律事務
所）入所

平成14年１月 片岡総合法律事務所入所
平成22年６月 米国ニューヨーク州弁護士登録
平成24年５月 エー・シー・エス債権管理回収株式会社

取締役（現任）
平成24年６月 菱川総合法律事務所開設

同事務所所長（現任）
平成26年６月 当社社外監査役
平成28年６月 当社社外取締役(監査等委員)（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由）
菱川浩一郎氏は、弁護士として豊富な知識と経験を有しており、当社社外監査役としてまた取締役監
査等委員として、その職務を遂行されました。上記の理由から今後も当社の経営及び監査等への貢献
を期待し、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．酒井宏暢氏および菱川浩一郎氏は、社外取締役候補者であります。当社は酒井宏暢氏および菱川浩一
郎氏をそれぞれ東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

３．酒井宏暢氏の当社での社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって４年となり、監査等
委員である社外取締役就任期間は２年となります。また、菱川浩一郎氏の当社での監査等委員である
社外取締役就任期期間は、本定時株主総会終結の時をもって２年となります。

４．当社は、酒井宏暢氏、菱川浩一郎氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
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１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、2,000千円または法令が定める額のいずれか高い額としており、各氏が再任された場合には当社
との間で当該契約を継続する予定であります。

宝印刷株式会社 2018年05月18日 13時58分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

― 15 ―

第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員
である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　また、本選任の効力につきましては、その就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、取締役
会の決議によりその選任を取り消すことができるものといたします。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当 社 の
株 式 数

小　宮　山
こ み やま

　 澄　枝
すみ え

(昭和35年２月20日生)

昭和59年10月 司法試験合格
昭和62年３月 最高裁判所司法研修所司法修習終了
昭和62年４月 弁護士登録

片岡総合法律事務所勤務
平成８年１月 同事務所パートナー就任
平成18年11月 小宮山澄枝法律事務所開設

同事務所所長（現任）
平成22年６月 当社社外監査役
平成24年10月 オリックス債権回収株式会社取締役（弁護

士）就任（現任）
平成26年６月 当社社外監査役退任
平成26年７月 株式会社ラクーン監査役就任（現任）
平成27年４月 国立研究開発法人土木研究所監事就任（現

任）
平成29年７月 全国農業協同組合連合会監事就任（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由）
小宮山澄枝氏は、弁護士として豊富な知識と経験を有しており、過去当社社外監査役として客観的立場から
その職務を遂行されました。上記の理由から当社の経営及び監査等への貢献を期待し、監査等委員である社
外取締役候補者といたしました。

　

（注）１．補欠の監査等委員である取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．小宮山澄枝氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
３．小宮山澄枝氏が監査等委員である取締役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項
及び当社定款の規定による責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく会社法第423
条第１項の損害賠償責任の限度額は、2,000千円または法令が定める額のいずれか高い額としており
ます。

以 上
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（添付書類）

事 業 報 告

（平成
平成

29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

１．会社の現況に関する事項
（1）当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
　当事業年度における我が国経済は、国内政治の混乱や国際的な自由貿易に対する懸念な
ど不透明な要素を持ちながらも、堅調な企業収益状況を背景に緩やかな回復基調が続きま
した。
　当社の属する情報サービス産業においても、企業の堅調な設備投資需要を背景に、「働
き方改革」実現に向けたIT活用や、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）等の技術要素の
活用などに注目が集まりました。
　このような状況の下、当社は主力の金融機関をはじめ製造業や運輸業向けの各種業務シ
ステム開発等に注力する一方で、AI活用サービス、RPAアプリケーション、クラウド、デ
ータ解析等の分野での高付加価値サービスへの取り組みを進めました。
　その結果、当事業年度の業績につきましては、売上高は、16,428,907千円(前事業年度
比5.7％増)となりました。ソフトウェア開発事業におけるプロジェクト収益の向上及びシ
ステム運用管理における利益率向上を進め、営業利益は1,515,194千円(同13.2％増)とな
り、経常利益は1,526,553千円(同12.5％増 )となりました。また当期純利益は
1,044,286千円(同8.3％増)となりました。
　セグメント別（事業内容別）の状況は次のとおりであります。
［ソフトウェア開発］
　通信業向け及び公共系開発等各種案件が堅調に推移し、売上高は12,516,734千円(前事
業年度比6.4％増)、セグメント利益は1,838,050千円(同7.1％増)となりました。
［システム運用管理］
　高収益案件へのシフトなどによる利益率向上を進め、売上高は3,533,560千円(前事業
年度比0.0％増)、セグメント利益は385,844千円(同12.9％増)となりました。
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［システム機器販売］
　金融機関向けハードウェアのリプレイス案件での販売が伸び、売上高は378,612千円
(前事業年度比52.3％増)、セグメント利益は19,452千円(前事業年度は27,254千円のセ
グメント損失)となりました。
② 設備投資の状況
　当事業年度において実施した設備投資の総額は37,218千円であり、その主なものは工
具、器具及び備品であります。
③ 資金調達の状況
　当事業年度は、特に記載すべき事項はありません。

　
（2）財産及び損益の状況

区 分 第 35 期
（平成27年３月期）

第 36 期
（平成28年３月期）

第 37 期
（平成29年３月期）

第 38 期
（当事業年度）
（平成30年３月期）

売 上 高（千円） 13,922,247 14,768,860 15,541,269 16,428,907

当 期 純 利 益（千円） 692,552 702,544 963,916 1,044,286

１株当たり当期純利益 （円） 78.80 79.93 109.67 118.81

総 資 産（千円） 8,318,172 8,375,794 9,318,605 10,944,124

純 資 産（千円） 5,396,552 5,876,397 6,566,399 7,374,616
　平成27年８月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、
第35期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
　
（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

　
② 重要な子会社の状況
　該当事項はありません。
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（4）対処すべき課題
① 情報管理について
　当社の属する情報サービス産業では、特に個人情報の保護、機密情報の守秘義務等が厳
格に求められております。当社の業務においても、多種多様な職場で数多くの個人情報や
機密情報を取扱う機会が多く、顧客からも情報管理についての強化が要請されておりま
す。
　このような状況を踏まえて、当社では、個人情報に関する第三者認証制度である「プラ
イバシーマーク」や、情報セキュリティマネジメントシステムの国際標準規格である
「ISO/IEC 27001」及び「情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価
制度」の認証を取得しております。
　今後とも、定期的な社内教育、内部監査、規程類の見直し、セキュリティ強化等適切な
運用を行い、継続的に管理体制を維持することが重要な課題と認識しております。
② 優秀な人材の確保について
　当社が事業を拡大していくためには、一定水準以上のスキルを有する優秀な技術者の確
保が不可欠であり、これにかかわる要員の確保とともに、技術及び業務ノウハウの専門
性、信頼性の強化・育成が重要な課題と認識しております。今後とも積極的な採用活動、
教育の拡充とともに、「働きやすい魅力ある会社」の実現に向け注力して参ります。
③ 収益性の向上について
　国内企業の情報化投資が活発化している一方、お客様のニーズが高度化しております。
当社では、サービス品質の向上及び高付加価値サービスの提供により価格競争力の向上に
努めるとともに、人的資源配分の効率化を一層進め、収益性の向上に努めて参ります。
④ サービス品質の安定化・向上、生産性の向上について
　PMO室及び各事業部門におけるプロジェクト管理を一層徹底するとともに、作業の標
準化や各フレームワーク、パッケージ等の活用により、品質の安定化を進めております。
また、社内・プロジェクト内における技術や業務ノウハウの共有と相互活用、技術者の専
門性向上、要員のローテーション及び効率的な人的資源配分等により、全般的な業務の生
産性向上に努めております。
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（5）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
事 業 内 容 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 各種業務や機能など多様なニーズに対するシステムコンサルティング、
システム導入技術支援及びソフトウェアの新規開発に至る業務

シ ス テ ム 運 用 管 理
大型汎用機から中小型機及びこれらを連携させたシステム等の広い領域
にわたるオペレーション・運用監視・ネットワーク管理、アウトソーシ
ング等の業務

シ ス テ ム 機 器 販 売
パーソナルコンピューター及び周辺機器、各種サーバ・ネットワーク機
器、汎用パッケージ、セキュリティシステム等ハードウェア及びソフト
ウェア販売

　
（6）主要な拠点等（平成30年３月31日現在）
本 社 本社 ：東京都新宿区

支 社 ・ 事 業 所

大阪支社 ：大阪府大阪市中央区

仙台事業所 ：宮城県仙台市青葉区

松本事業所 ：長野県松本市

名古屋事業所：愛知県名古屋市中区

福岡事業所 ：福岡県福岡市博多区
　
（7）使用人の状況（平成30年３月31日現在）
　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,034名 19名増 38.8歳 12.4年
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（8）主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 200,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 100,000千円
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２．株式の状況（平成30年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 32,000,000株
（2）発行済株式の総数 8,790,000株
（3）株 主 数 4,125名
（4）上位10名の株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 菱 総 研 Ｄ Ｃ Ｓ 株 式 会 社 1,378,000 株 15.7 ％

長 澤 信 吾 1,307,600 14.9

Ｍ ｉ ｎ ｏ ｒ ｉ 従 業 員 持 株 会 804,600 9.2

滝 澤 正 盛 679,900 7.7

Ｓ Ｃ Ｓ Ｋ 株 式 会 社 500,000 5.7

有 限 会 社 フ ラ イ ト 348,000 4.0

松 田 守 弘 249,600 2.8
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社
（信 託 口） 135,200 1.5
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信 託 口） 134,200 1.5

Ｍ ｉ ｎ ｏ ｒ ｉ 取 引 先 持 株 会 94,700 1.1

（注）持株比率は自己株式（792株）を控除して計算しております。
　
３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
（1）取締役の状況（平成30年３月31日現在）

　

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
取 締 役 相 談 役 滝 澤 正 盛
代 表 取 締 役 会 長 執 行 役 員 北 村 正 人
代 表 取 締 役 社 長 執 行 役 員 森 下 祐 治
取 締 役 フ ェ ロ ー 大 吉　 哲 夫 ビジネスイノベーション推進室長

取 締 役 副 社 長 執 行 役 員 清 水 陽 子 業務本部長兼経理部長

取 締 役 副 社 長 執 行 役 員 和 氣 茂
取 締 役 常 務 執 行 役 員 新 田 聡 ソリューション第三本部長

取 締 役 （社 外） 小 山 眞 一
取 締 役 執 行 役 員 佐 藤 育 子 業務本部副本部長兼リスク管理室長兼業務管理部長

取 締 役 （常 勤 監 査 等 委 員） 松 本 亨
取 締 役 （常 勤 監 査 等 委 員） 松 本 眞 和
取 締 役 （監 査 等 委 員） 酒 井 宏 暢 東陽監査法人代表社員

税理士法人サクセスサポート代表社員

取 締 役 （監 査 等 委 員） 菱 川 浩 一 郎 菱川総合法律事務所長
エー・シー・エス債権管理回収株式会社取締役

（注）１．小山眞一氏、松本眞和氏、酒井宏暢氏、菱川浩一郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で
あります。

２．監査等委員酒井宏暢氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有しております。

３．監査等委員菱川浩一郎氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有しており
ます。

４．当社は、取締役小山眞一氏、取締役（監査等委員）松本眞和氏、酒井宏暢氏、菱川浩一郎氏を東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．当社は、監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）からの情報
収集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との間で十分に連携す
るため、松本亨氏及び松本眞和氏を常勤の監査等委員として選定しております。

　
（2）責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、2,000千円または法令が定める額のいずれ
か高い額としております。
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（3）取締役の報酬等
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

9名
（1)

142,159千円
(7,200)

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

4
(3)

31,200
(17,100)

合 計 13
(4)

173,359
(24,300)

（注）平成28年６月28日開催の定時株主総会において取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、年額
200,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、取締役（監査等委員）の報酬限度額は、年額
60,000千円以内と決議されております。

　
（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
　該当事項はありません。
② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 活 動 状 況

取締役 小 山 眞 一
当事業年度に開催の取締役会16回の全てに出席し、業界及び企業経営に
関する経験と見識を基に、議案審議等に際し適宜必要な発言を行ってお
ります。

取締役
（監査等委員） 松 本 眞 和

当事業年度に開催の取締役会16回の全て、監査等委員会16回の全てに
出席し、元監査役としての豊富な経験を基に、議案審議等に際し適宜必
要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 酒 井 宏 暢

当事業年度に開催の取締役会16回のうち15回、監査等委員会16回のう
ち15回に出席し、公認会計士及び税理士として専門的見地から、議案審
議等に際し適宜必要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 菱 川 浩一郎

当事業年度に開催の取締役会16回の全て、監査等委員会16回の全てに
出席し、弁護士として専門的見地から、議案審議等に際し適宜必要な発
言を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）名称

　有限責任監査法人トーマツ
　
（2）報酬等の額

報 酬 等 の 額

当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 と し て の 報 酬 等 23,000千円

当 社 が 会 計 監 査 人 に 支 払 う べ き 金 銭
そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額 23,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融
商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分していないため、これらの合計額を記載しておりま
す。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

　
（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、監査等委員会の決議により、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的
事項とすることといたします。また、会計監査人が会社法第340条第1項の各号に定める
項目に該当すると認められる場合、監査等委員会は、監査等委員全員の同意に基づき、会
計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最
初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたしま
す。
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６．業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、次のとおりでありま
す。
（1） 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるよう、取締役会は、企業統治を一
層強化する観点から、実効性ある内部統制システムの構築と会社による全体としての法
令・定款遵守の体制の確立に努めます。

（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書その他職務の執行に係る情報を、
文書管理規程の定めるところに従い適切に保存し、管理します。

・各取締役の要求があるときは、それらを閲覧できるものとします。
（3） 損失の危険の管理に関する規程類その他の体制

・リスクの防止及び会社損失の最小化を図るため、リスク管理委員会を設置し、委員長を
代表取締役社長とします。
・リスク管理委員会は、リスク管理規程に基づき、リスク管理のためのマニュアル等の整
備、運用状況の確認を行い、取締役会に報告します。

・監査室は、各部門のリスク管理体制の有効性についての監査を実施します。
（4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会規則、執行役員会規程に基づく職務権限・意思決定ルールにより、適正かつ効
率的に職務の執行が行われる体制をとります。

（5） 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・使用人が、法令・定款、その他の社内規程類及び社会通念等を遵守した行動をとるため
の規範や倫理規程・倫理指針を定め、執行役員会にて周知徹底と遵守の推進を図ります。
また、会社内にリスク管理委員会を設置します。
・使用人が、法令・定款違反、社内規程類違反あるいは社会通念に反する行為等が行われ
ていることを知ったときは、企業倫理ホットラインに通報・相談できる仕組みを用意し、
案件は、遅滞なく監査等委員会に報告されます。また、必要に応じてコンプライアンス
調査委員会を開催し調査を実施します。
・内部通報制度に関しては、通報者の保護を図るとともに、透明性を維持し的確に対処す
るものとします。
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（6） 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
・当社は現在、親会社及び子会社等を有していないものの、将来において企業集団を組成
した場合には、関係会社管理規程に則り、当社を中核とした企業グループ全体の健全な
発展を図り、可能な限り企業集団における情報の共有と業務執行の適正を確保すること
に努めます。また、下記事項を踏まえた体制整備に努めます。
イ 当社の子会社の取締役等の職務の執行に関わる事項の当社への報告に関する体制
ロ 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ハ 当社の子会社の取締役等の職務執行が効率的に行われていることを確保するための体制
ニ 当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

（7） 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項、並びに当該使用人の当社の取締役からの独立性及び当該使用人に対す
る指示の実効性の確保に関する事項
・監査等委員会が職務遂行につき補助すべき使用人の配置を求めた場合には、監査等委員
会と協議の上、使用人を置くものとします。
・監査等委員会を補助すべき使用人は、監査等委員会から指示された職務に関して、取締
役（監査等委員である取締役を除く。）及び上長等の指揮、命令を受けないものとしま
す。
・当該使用人の人事評価、処遇、人事異動、懲戒処分等については事前に監査等委員会の
同意を得て、それらの事項を決定することとします。

（8） 監査等委員会への報告に関する体制
イ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が当社の監査等委員会に
報告するための体制
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、職務執行に関して重大な法
令・定款違反もしくは不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事
実を知ったときは、遅滞なく監査等委員会に報告するものとします。
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及
ぼす決定・内部監査の実施結果を遅滞なく監査等委員会に報告するものとします。
ロ 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等
委員会に報告するための体制
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・当社は現在、子会社を有していないものの、将来において子会社を有した場合には、下
記事項を踏まえた体制整備に努めます。
・子会社の取締役、監査役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしく
は不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、
遅滞なく当社の監査等委員会に報告するものとします。

・子会社の取締役、監査役及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定・内部監
査の実施結果を遅滞なく当社の監査等委員会に報告するものとします。
・子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社の監査等委員会から報告を求められた場合
には、速やかに必要な報告及び情報提供を行うものとします。

（9） 監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制
・当社は、当社の監査等委員会に報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由とし
て不利益な取り扱いをすることを禁じ、その旨を企業倫理ホットライン運営規程に明記
すると共に、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に周知徹底します。

（10）監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生じる費用又は債務の処理に関する事項
・当社は、監査等委員もしくは監査等委員会が、その職務の執行について生じる費用の前
払又は償還等を請求したときは、当該監査等委員又は監査等委員会の職務の執行に必要
でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理することとします。

（11）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・代表取締役は、監査等委員会と可能なかぎり会合をもち、業務報告とは別に会社経営に
関する意見の交換のほか、意思の疎通を図るものとします。
・取締役会は、業務の適正を確保するうえで重要な会議体である執行役員会及びリスク管
理委員会への監査等委員の出席を確保するものとします。

（12）財務報告の信頼性を確保するための体制
・財務報告の信頼性を確保するため、使用人に対し教育、研修等を通じて内部統制につい
て周知徹底し、全社レベル及び業務プロセスレベルにおいて財務報告の信頼性の確保を
目的とした統制を図るものとします。
・取締役会は、財務報告とその内部統制を監視するとともに、法令に基づき財務報告とそ
の内部統制の整備及び運用状況を評価し改善するものとします。
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（13）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況
・当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては取引関
係も含めて一切の関係をもたないこととし、また反社会的勢力からの不当要求に対して
は、組織全体として毅然とした姿勢で組織的に対応するものとします。

　
７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しており、その基本方針に
基づき以下の具体的な取り組みを行っております。
（1） 取締役の職務執行

・当事業年度において、取締役会は16回開催しており、経営上の意思決定を行っておりま
す。なお、取締役会規則をはじめとする社内規程を制定し、取締役が法令及び定款に則
って行動するように徹底しております。

（2） 監査等委員の職務執行
・当社は監査等委員会設置会社として、当事業年度において監査等委員会を16回開催して
おり、監査等委員相互による意見交換が行われております。また、監査等委員は取締役
会はもちろん、他の重要な会議への出席のほか、会計監査人並びに監査室との間で定期
的に情報交換を行うことで、業務執行取締役の職務について監査をしております。

（3） リスク管理及びコンプライアンス
・当社はリスクの低減、予防の推進及び迅速な対応のため、リスク管理規程を制定し、リ
スクマネジメント体制の強化に努めております。また、コンプライアンスの重要性の理
解と意識付けを浸透させるため、「コンプライアンスハンドブック」を取締役等及び使用
人に配布し、定期的に教育を行うことで周知徹底を図っております。平成30年４月より
従来の監査室とリスク管理室を統合し、拡大した監査室として社内のコンプライアンス、
危機管理等を幅広く対応できる体制を整えております。
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８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は株主の皆様への利益還元を明確にするため、将来の事業展開と経営体質の強化のため
に必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を実施することを基本方針としております。剰
余金の配当につきましては、中間配当と期末配当の年２回を継続する方針です。
　当事業年度の配当金につきましては、株主の皆様への利益還元を重視し、中間配当について
は１株につき16円、期末配当は平成30年５月24日開催の取締役会決議により、１株につき
20円とさせていただきました。これにより１株当たり年間配当額は36円、配当総額は
316,411千円となります。
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貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
仕 掛 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

9,866,315
6,674,989
47,390

2,778,748
74,390
45,342
61,994
177,842
6,748
△1,132

1,077,809
117,980
52,015
238

31,526
34,200
30,136
26,076
4,059

929,692
599,566
138,158
148,048
38,370
31,060
△25,512

流 動 負 債 2,914,393
買 掛 金 1,239,778
短 期 借 入 金 400,000
未 払 金 321,225
未 払 費 用 56,309
未 払 法 人 税 等 346,873
未 払 消 費 税 等 125,723
前 受 金 25,465
預 り 金 99,019
賞 与 引 当 金 299,999

固 定 負 債 655,114
退 職 給 付 引 当 金 613,357
そ の 他 41,757

負 債 合 計 3,569,508
純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,219,622
資 本 金 750,000
資 本 剰 余 金 1,196,550
資 本 準 備 金 1,196,550
利 益 剰 余 金 5,273,387
利 益 準 備 金 26,347
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,247,039
別 途 積 立 金 10,000
繰 越 利 益 剰 余 金 5,237,039

自 己 株 式 △315
評 価 ・ 換 算 差 額 等 154,994
その他有価証券評価差額金 154,994
純 資 産 合 計 7,374,616

資 産 合 計 10,944,124 負 債 純 資 産 合 計 10,944,124

宝印刷株式会社 2018年05月18日 13時58分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

― 31 ―

損 益 計 算 書

（平成
平成

29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 16,428,907
売 上 原 価 13,732,680

売 上 総 利 益 2,696,227
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,181,032

営 業 利 益 1,515,194
営 業 外 収 益

受 取 利 息 140
有 価 証 券 利 息 132
受 取 配 当 金 3,716
保 険 配 当 金 5,920
そ の 他 5,937 15,846

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,434
そ の 他 52 4,487
経 常 利 益 1,526,553

税 引 前 当 期 純 利 益 1,526,553
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 533,453
法 人 税 等 調 整 額 △51,185 482,267
当 期 純 利 益 1,044,286
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株主資本等変動計算書

（平成
平成

29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計別途積立金 繰越利益
剰 余 金

平成29年４月１日 残高 750,000 1,196,550 1,196,550 26,347 10,000 4,500,376 4,536,723 △268 6,483,005

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △307,622 △307,622 △307,622

当 期 純 利 益 1,044,286 1,044,286 1,044,286

自己株式の取得 △46 △46
株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 736,663 736,663 △46 736,617

平成30年３月31日 残高 750,000 1,196,550 1,196,550 26,347 10,000 5,237,039 5,273,387 △315 7,219,622

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

平成29年４月１日 残高 83,394 83,394 6,566,399

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △307,622

当 期 純 利 益 1,044,286

自己株式の取得 △46
株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

71,600 71,600 71,600

事業年度中の変動額合計 71,600 71,600 808,217

平成30年３月31日 残高 154,994 154,994 7,374,616
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）

② その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法
③ たな卸資産
・商品・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に新規に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成28年４月１日
以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３年～34年
工具、器具及び備品 ４年～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当事業
年度負担額を計上しております。
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。
・数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により、翌事業年度から費用処理することとし
ております。

④ 受注損失引当金 請負契約プロジェクトに係る将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が
高く、その損失額を合理的に見積ることができる請負契約プロジェクトにつ
いて、当該将来損失見込額を引当計上しております。受注損失の発生が見込
まれる請負契約プロジェクトについて仕掛品が計上されている場合には、当
該将来損失見込額のうち、当該仕掛品残高を限度として仕掛品残高から直接
控除し、控除後残額を受注損失引当金に計上しております。

　
（4）収益及び費用の計上基準

受注制作ソフトウェアに係る収益の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては、進行基準
（プロジェクトの進捗率の見積りは原価比例法）を、それ以外のプロジェクトについては検収基準を適
用しております。

　
（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 156,248千円
（2）取締役に対する金銭債務

長期金銭債務（役員退職慰労未払金） 16,174千円
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３．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 8,790,000株 ―株 ―株 8,790,000株

（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 756株 36株 ―株 792株
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加36株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年５月24日
取 締 役 会 普通株式 166,995 19 平成29年３月31日 平成29年６月６日

平成29年10月27日
取 締 役 会 普通株式 140,627 16 平成29年９月30日 平成29年11月28日

　
② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決 議 株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年５月24日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 175,784 20 平成30年３月31日 平成30年６月５日

（4）当事業年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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４．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産（流動）
賞与引当金 91,859千円
未払事業税 26,938千円
仕掛品評価損 21,558千円
未払賞与 19,520千円
未払社会保険料 17,213千円
その他 751千円
合計 177,842千円
繰延税金資産（固定）
退職給付引当金 187,810千円
資産除去債務 14,314千円
貸倒引当金 7,811千円
長期未払金 4,952千円
減損損失 2,118千円
その他 8,441千円
小計 225,448千円
評価性引当額 △22,824千円
合計 202,624千円
繰延税金負債（固定）
その他有価証券評価差額金 △64,465千円
合計 △64,465千円
繰延税金資産（固定）の純額 138,158千円
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５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　当社は、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期資金及び長期資金は銀行借入に
より調達しております。
　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理基準に沿ってリスク低減を図っ
ております。また、投資有価証券は満期保有目的の債券及び株式であり、時価のあるものについては四半期
ごとに時価を見直しております。
　借入金の使途は主に短期の運転資金であります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 6,674,989 6,674,989 ―
（2）受取手形 47,390 47,390 ―
（3）売掛金 2,778,748 2,778,748 ―
（4）投資有価証券
① 満期保有目的の債券 310,790 304,230 △6,560
② その他有価証券 266,931 266,931 ―

（5）敷金及び保証金 148,048 148,048 ―
　資産計 10,226,898 10,220,337 △6,560
（1）買掛金 1,239,778 1,239,778 ―
（2）短期借入金 400,000 400,000 ―
（3）未払金 321,225 321,225 ―
（4）未払法人税等 346,873 346,873 ―
（5）未払消費税等 125,723 125,723 ―
　負債計 2,433,600 2,433,600 ―
　
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
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（4）投資有価証券
　時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によっ
ております。

（5）敷金及び保証金
　時価については、将来の回収予定額をリスクフリーレートで割り引いた現在価値により算定してお
ります。
負 債
（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金、（4）未払法人税等、（5）未払消費税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

　
２．非上場株式（貸借対照表計上額21,844千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから、「（4）投資有価証券」には含めておりません。

６．関連当事者との取引に関する注記
　親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引

内 容
取 引 金 額
（千円） 科 目 期 末 残 高

（千円）

主 要 株 主 三菱総研DCS
株 式 会 社

被所有
直接 15.7％ 営業上の取引先 売上高 946,877 売掛金 95,621

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれます。
２．取引条件及び取引条件等の決定方針等
市場価格を参考に相互協議のうえ決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 839円05銭
（2）１株当たり当期純利益 118円81銭
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年５月16日
株式会社Minoriソリューションズ
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 野 満 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 井 宏 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Minoriソリューションズの平成
29年４月１日から平成30年３月31日までの第38期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第38期事業年度に
おける取締役の職務の執行について監査致しました。その方法及び結果につき以下のとおり
報告致します。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する
取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しま
した。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び
使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し,本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査しました。
② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
る事を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成30年５月22日
株式会社Minoriソリューションズ監査等委員会

常勤監査等委員 松 本 亨 ㊞
常勤監査等委員
（社外監査等委員） 松 本 眞 和 ㊞
社外監査等委員 酒 井 宏 暢 ㊞
社外監査等委員 菱 川 浩一郎 ㊞

　

以 上
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＜インターネットによる議決権行使のご案内＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただ
きますようお願い申し上げます。

　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続
きはいずれも不要です。

記

１．議決権行使サイトについて
⑴インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（ｉモー
ド、EZweb、Yahoo! ケ ー タ イ） ※ か ら、 当 社 の 指 定 す る 議 決 権 行 使 サ イ ト
（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（た
だし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）
※「ｉモード」は㈱NTTドコモ、「EZweb」はKDDI㈱、「Yahoo！」は米国Yahoo! Inc.の
商標または登録商標です。

⑵パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォ
ール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proｘyサー
バーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット
利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。
⑶携帯電話による議決権行使は、ⅰモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービス
をご利用下さい。また、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信及び携帯電話情報の送信
が不可能な機種には対応しておりません。

⑷インターネットによる議決権行使は、平成30年６月21日（木曜日）の午後６時まで受け付
けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデスク
（次頁末尾記載）へお問い合わせ下さい。

　
２．インターネットによる議決権行使方法について
⑴議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された
「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力
下さい。
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⑵株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止
するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いす
ることになりますのでご了承下さい。
⑶株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。

　
３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
⑴郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議
決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承下さい。
⑵インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を
有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して議決権
を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

　
４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株
主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯
電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

以 上

システム等に関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

・電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料）
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株主総会会場ご案内図

会 場 東京都新宿区西新宿二丁目２番１号
京王プラザホテル 43階 スターライトの間
電話（03）3344-0111

交通のご案内
ＪＲ新宿駅西口下車 徒歩５分
京王線・小田急線・地下鉄（丸ノ内線・都営新宿線）新宿駅下車 徒歩５分
都営大江戸線 都庁前駅Ｂ１出口すぐ
お車なら「新宿ランプ」を降りて、３つ目の信号を右折、２つ目の信号を右折、200ｍ位左側
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